
本市の物価高騰対策について



本市の物価高騰対策

●物価高対応子育て応援手当（国）
対象：１８歳以下の児童を養育する者
金額：児童１人当たり２万円

【担当】総合政策部財政課

●子育て世帯生活応援給付金
対象：１８歳以下の児童を養育する者
金額：児童１人当たり１万円

●全市民への食料品等購入支援

食料品等購入支援

※現金給付や電子マネー等の方法を検討中

R7・4定補正予算

今後の対策

今後の対策

合わせて３万円
※３月上旬から
順次支給予定

◆重点支援地方交付金の拡充

本市の交付限度額 37億9,000万円

●旭川あったかサポート給付金
令和７年度住民税非課税世帯のうち、
次のいずれかの世帯（入院・入所者を除く）

①高齢者世帯（70歳以上） ②重度障害者世帯 ③ひとり親世帯 ④生活保護世帯

R7・4定補正予算

生活支援課（給付金担当）

tel:76-7415

子育て助成課

tel:25-6446

【お問合せ先】 子育て世帯への給付金

【お問合せ先】

市民１人当たり

５,000円程度
を支給
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本市の物価高騰対策

【担当】総合政策部財政課
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本市の物価高騰対策

●その他の生活者支援に加え、中小企業者、公共交通事業者、
農業者等の事業者に対するエネルギー価格高騰の負担緩和や
生産性向上に向けた取組など、幅広く対策を検討中

対策内容

◆今後の対応

全市民への食料品等購入支援や物価高対応子育て応援手当など、

まずは速やかな対応が必要な対策を取りまとめ、

１月の臨時会で関連する補正予算を提案する予定

【担当】総合政策部財政課
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